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１．宗教改革と都市

「宗教改革と都市」というテーマは、イギリス史研究の上では比較的新しいテーマであり、近年

その研究成果が少しずつ発表されてきているものの、こうした研究状況は、ドイツ史研究とは非常

に対照的である。ドイツ史研究においては、宗教改革と都市は密接に関連づけられながら論じられ、

膨大な研究が蓄積されてきた。「ドイツの宗教改革は都市的な現象であった」というディケンズの

指摘は(1)、｢農民宗教改革｣という言葉が登場した現在では、額面どおりに受け取ることはできなく

なっているとしても(2)、宗教改革において都市の果たした役割の大きさが否定されたわけではない。

また、わが国においても、増田四郎の市民共同体論を祖型として、1970年代以降の中世都市研究

の隆盛を背景に研究成果があげられている(3)。これら一連の研究に共通する視角は、宗教改革を単

に宗教思想上の問題として捉えるのではなく、社会現象として捉えるために、当時の社会構造との

関連、とりわけ宗教改革運動の最も強力な推進力の1つとなった都市との関連を問うた点である。

ドイツ史研究とは対照的に、イギリス史研究においては、宗教改革と都市の関連はこれまであま

り顧みられなかった。それには様々な理由が考えられるが、イギリス宗教改革史研究とイギリス都

市史研究の双方の事情が関係していると考えられる。まず、宗教改革史研究についていえば、宗教

改革理解が近年混沌の度合いを高めていることが考えられる。ヘイグの整理によれば、大きな論点

は2つあり、1つは改革の主導権が「上から」のものなのか、「下から」のものなのか（国王による

押しつけか、民衆的な支持を得たものなのか）という点であり、もう1つは改革の進展速度が「速

い」のか、「遅い」のか（ヘンリ8世によって始められた宗教改革がエリザベスの即位によって完
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成したとみるのか、エリザベス即位以降を宗教改革の本格的な展開期とみるのか）という点である。

これら2つの論点の組み合わせにより、宗教改革理解は4つのタイプに整理されることになる。近

年は「修正論」による通説破壊が進められ、宗教改革理解は混迷している (4)。

次に都市史研究をみると、まず、イギリス都市が大陸の都市に比肩するような「都市性」を持た

ないとされてきたことがある。イギリスでは、ドイツにみられたような「ツンフト支配」は成立せ

ず、王権の強さもあり「共同体」としての完成度は低いと理解されてきた。わが国でも、共同体の

崩壊の中から成長してくる農村工業の担い手たる中産的生産者層とピューリタニズムとの親和性を

重視する比較経済史学派的な資本主義発達史理解も、「農村的なイギリス」という理解を前提とし

ていたように思われる。したがって、共同体的社会構成と宗教改革の関連如何という視角からすれ

ば、イギリス都市は宗教改革にはなじまないことになる。しかし、だからといって都市史研究が進

められなかったわけではもちろんない。都市史は1970年代以降急速に進展した研究領域である(5)。

だが、イギリス都市史研究は、レスタ学派の主導の下に進められたこともあり、社会経済史的研究

を基礎としており、まずもって論争のテーマとなったのは「都市の盛衰」であり、宗教・政治の問

題は正面から取り上げられることはあまりなかった。したがって、宗教改革は、都市の社会経済的

側面に対する外在的なインパクトとして位置づけられるにとどまり、宗教改革と都市の関連はほと

んど問われてこなかった。

それでは、イギリスの場合、「宗教改革と都市」というテーマを設定することは可能なのだろう

か。この点について、ここではさしあたり、2点指摘しておきたい。第1に、宗教改革史研究の側

からは、1980年代のコリンソンによる問題提起をはじめとして、宗教改革と都市の関連を扱った

研究が現れてきている(6)。また、必ずしも対象を都市に限定した研究ではないが、ヨーロッパ史的

な展望の上で、宗教改革期にいたるイギリスの教区の共同体的な側面を意識的に掘り起こそうとす

るキュミンの研究などは、ドイツ史研究との接点を模索するものといえよう(7)。宗教改革史研究に

おける修正論を全面的に受け入れるかどうかは別としても、地方史研究の進展により宗教改革の展

開の地域差が浮き彫りにされてきており、したがって、地域差を生み出す諸変数の考察へと導かれ

ることになる。

第2に、都市史研究は、1980年代以降人口・経済の趨勢から、都市社会の社会問題への対応力の

問題へと関心を移してきている。いわゆる「危機」と「安定」の議論である。近世ロンドンを主な

舞台として展開したこの議論によって、近世における都市共同体の実態が正面から検討され、その

危機への対応力、すなわち共同体の社会統合機能が一定度評価されるにいたった(8)。この議論は、

積極的に宗教改革研究に接近するものではないが、都市共同体の内部編成、共同体構成員のアイデ

ンティティ、支配の正当性といった問題に関わる以上、宗教改革との関連は避けて通ることのでき

ない問題となるであろう。したがって、ここに「宗教改革と都市」という問題設定の可能性が見え

てくる。

さて、本稿は、イギリス都市における宗教改革の展開のあり方と社会構造の間の相互関連を探る
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ために、宗教改革期のブリストルとノリッヂを比較し、両都市における宗教的対立のあり方、都市

政府の対応のあり方に見られる相違点を明らかにしながら、そうした違いを生み出す要因について

若干の考察を試みるものである。ブリストルとノリッヂの両都市とも宗教改革が1530年代から進

展し、1570年代までにはカトリックに彩られた様々な都市儀礼がほぼ姿を消し、少なくとも支配

層はプロテスタントによって占められるようになる。この意味では、宗教改革の展開は速かったと

いえるだろう。しかし、宗教改革の展開過程には違いが見られる。宗教改革期に多くの都市では、

国王の宗教政策の紆余曲折と民衆レベル・支配層レベルでの宗教的多様性とが絡み合い、都市内部

における宗教的対立が都市共同体の存続を根底から脅かしたと考えられるが、都市内部における宗

教的対立の展開のあり方を仔細に見ていくと、都市間に違いがあることに気づく。ここでは、そう

した違いを生み出す要因として、都市と外部権力の関係と、都市共同体の内部編成に着目する。ブ

リストルとノリッヂを選択したのは、地方都市における宗教改革の実証的な研究が少ない状況にあ

りながらも、この2都市については近年研究が蓄積されてきたという事情と、2都市ともイギリス

近世都市のハイアラーキーのなかではロンドンにつぐ第2ランクに属する代表的な地方中心都市

provincial townであるという事情からである。以下、次節において、宗教改革期の両都市における

宗教的対立の現れ方の違いをおさえたのち、対立のあり方を規定すると考えられる、都市と外部権

力の関係、ついで都市共同体の内部編成へと議論を展開する。

２．都市内における宗教的対立

まずブリストルにおける宗教的対立のあり方を理解するために、ここではヒュウ・ラティマ

Hugh Latimerとジョージ・ウィシャートGeorge Wishartをめぐるエピソードに触れておきたい。

ブリストルでは1530年代から宗教的対立が表面化するが、激化するきっかけとなったのは、1533

年3月に地元の聖職者の招きで改革派のヒュウ・ラィテマがブリストルで説教したことであった(9)。

その時、ブリストル市長クレメント・ベイスClement Baseは、都市政府のメンバーを対象とした

イースターの説教を依頼したのだが、その直後にこれに対抗して、ブリストルの保守的な聖職者た

ちは、ウスタ司教座聖堂尚書役Chancellorであるトマス・バガァドThomas Bagardを説得し司教

管区内における無許可の説教を禁止させ、ラティマによるイースターの説教を阻止した。彼らは、

ラティマのかわりに、旧来の教会制度に忠実な聖職者であるウィリアム・ハバダインWilliam

Hubberdineとエドワード・パウエルEdward Powellを招いたのであった。こうして、改革派と保

守派の対立が始まるが、劣勢にたった都市政府は、ブリストルのドミニコ会修道院長prior of the

Dominicansであるジョン・ヒルズィ John Hilsey（ラティマを招いた聖職者の1人であるがその後

ラティマ批判にまわった）を説得し、バガァド宛にラティマの説教の許可を求める手紙を書かせ、

首尾よく成功し、ラティマは再びブリストルでキリスト昇天祭の週に説教をした。再びこれに対抗

してハバダインが説教し、宗教的対立はエスカレートする。都市政府は、聖霊降臨祭の週にバー
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ス・ウェルズ司教管区に属するセント・メアリ・レドクリフ教区St. Mary Redcliffeでの説教にヒ

ルズィを招き、ハバダインがその教区で最近行った説教に対抗することを企図したが、司教からの

許可が得られず彼の説教を聴くことはできなかった。

これに対して都市政府側は、ヒルズィと他の聖職者3名とともに、パウエルとハバダインに対す

る抗議を内容とする請願を国王評議会King’s Councilに提出した。クロムウェルCromwellの対応

は、都市政府にハバダインを拘置することを認めるとともに、ブリストルの税関吏Customerであ

るジョン・バーソロミュウ John Bartholomewに調査を委任する。バーソロミュウが人選した調査

委員会は保守的なメンバーによって構成されていたため、都市政府がハバダインに対して批判的な

証言を集めて調査委員会に提出したが、調査委員会による報告書は、ラティマを批判しハバダイン

を支持するものであった。しかしながら、市長ベイスは、クロムウェルに7月10日付け（調査委員

会報告書の日付の前日にあたる）の書簡を送り、調査委員会の調査結果に関する真実を伝えること

に成功し、ハバダインは少なくとも2年間はロンドン塔に拘置され、都市政府はクロムウェルに法

律顧問官 town recorderの職を提供した。その後、ラティマは1535年にウスタ主教に着任するが、

彼に対する保守派の批判はその後も市内でくすぶり続ける。

さて、1530年代末には、スコットランドのプロテスタント急進派であるジョージ・ウィシャー

トの説教をめぐって問題が生じる(10)。ウィシャートは1539年1月10日以前に市内で説教をし、都市

政府によって拘置されていたが、その後民衆暴動の危険が迫ったことから釈放され、5月15日には

市内で説教した。これに対する苦情が出たために、市長はクロムウェルに6月9日付けで指示を仰

ぐ書簡を送った。その様子を伝える急進派の手になる3通の手紙は、聖俗の双方を含む都市の有力

者を個名で直接批判しており、急進派を受け入れる土壌が市内にあったことがうかがえる。これに

対する都市政府の対応は難しいものがあった。というのも、ウィシャートに対する批判の声も市内

で高まり、都市政府は対応を迫られるものの、さしあたり今回は王権に頼ることが難しい状況にあ

ったからである。なぜなら、ウィシャートがブリストルで最初に説教をした後クロムウェルの前に

出頭したが、クロムウェルはウィシャートを拘置しなかっただけでなく、クロムウェルもラティマ

も彼を支持する可能性があったからである。そのため、都市政府は、しばらく静観し、クロムウェ

ルからの指示をまつのが精一杯であった。しかし、打つ手がなく困っていた都市政府にとっては、

幸運なことに、1539年6月に六箇条法が制定され、国王の宗教政策がカトリシズムの方にゆり戻さ

れたために、同法の制定に反対していた主教の1人であったラティマは辞職し、他方、クロムウェ

ルの対応は定かでないが、事の成り行きをみると、彼はウィシャートを見捨てたと思われる。大主

教クランマは、ウィシャートを喚問し彼を異端として処分した。

このような1530年代のブリストルにおける宗教的対立について、ここでは2点ほど留意しておき

たい。第1は、市内における宗教的対立の激しさである。ブリストルの聖職者、市民の宗派構成を

量的に測ることはできないが、ラティマやウィシャートのエピソードから察するに、市内には、旧

来の教会制度を維持しようとする保守的な勢力、改革を推進しようとする勢力、より急進的な改革
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を求める勢力が並存し、これらの勢力間の宗教的対立が、扇動的な説教によって聖職者のみならず

俗人をも巻き込み、都市の秩序を脅かすほどエスカレートしていったことが確認できる。第2は、

そうした宗教的対立の激化への都市政府の対応のあり方である。都市政府の核をなす市長とオルダ

マンの中には数名の改革派がいたように思われるが、改革派が都市政府内部でどの程度の影響力を

持っていたかは定かでない(11)。しかしながら、都市政府は、保守派の攻勢によって都市政府の公式

の説教でさえ統制できなかったことや、急進派による都市の支配体制に対する批判といった事態に

直面して、宗教的対立への対応を迫られることになる。その際、都市政府がとった対応は、対抗勢

力を抑圧するために王権に指示をあおぐことであり、そして王権の支持を得ることによって―思

惑通りにか、王権の宗教政策の変化によってかは別にして―都市政府の権力が保たれるというも

のであった。

ところで、こうしたブリストルの状況とは対照的に、ノリッヂにおける宗教的対立は都市の秩序

を脅かすほどに過熱することはなかった。確かに、16世紀のノリッヂも宗教的対立を全く免れて

いるわけではなかった。市内にはカトリックの拠点となったセント・グレゴリ教区教会 St.

Gregory Churchの存在を確認できるし、また、都市政府の核をなす市長裁判所Court of Mayoralty

は少なくとも1560年代まではカトリックとプロテスタントの両者によって構成されていた(12)。さら

に、国王の宗教政策に対するそれぞれの立場からの批判の声を聞くことができるのであり、宗教的

対立がエスカレートする可能性は十分あった。しかし、ブリストルとは異なり、宗教的対立が激化

することはなかった。

また、市政府の対応もブリストルとは異なり、ノリッヂ都市政府は画一的な宗教政策をとらなか

ったのである。ノリッヂでも国教会非信従者nonconformistが訴追されることがあったが、その場

合でも特殊な方法で行われた。逮捕・処刑は全くしないか、仮にそうした場合でもとても軽いもの

であった。1539年に制定されたカトリックよりの六箇条法は、議会制定法であったことから処罰

をもって強制され、ロンドンでは都市政府により数百人の異端の投獄に結果した調査が行われたが、

ノリッヂでは同法違反で逮捕された者は1人もいなかった(13)。エドワード6世の治世は、教義の面

での改革が進展するがゆえに、都市住民内部でのカトリックとプロテスタントの間の違いが明確に

なってくるとともに、プロテスタントの内部においても対立が見られるようになるが、都市政府の

対応のあり方は変わらない。カトリックが一時的に復活するメアリの治世に異端弾圧法の犠牲とな

った約300名のうち、85％は南東部の司教管区（ロンドン、カンタベリ、チチェスタ、ノリッヂ）

の出身であり、ノリッヂで火刑に処せられた者は40名以上いるが、そのうちノリッヂ出身者は2名

だけであった(14)。また、メアリによる迫害から逃れるために大陸へ亡命した可能性が高いノリッヂ

出身のプロテスタントは4名だけである(15)。いずれにせよ、ノリッヂは主教座であると同時に多く

のプロテスタントの停泊地であったにも関わらず、都市政府がメアリ期のプロテスタント迫害に加

担しなかった。

エリザベス1世の治世においても、都市政府の対応は変わらない。ただ、1569年に北部の反乱が



高崎経済大学論集　第43巻　第４号　2001

－80－

勃発したことや、1570年2月にローマ教皇ピウス5世がエリザベス破門の教書を出した結果、カト

リックに対するエリザベスの姿勢が強硬になっていくことを背景として、カトリックによる陰謀の

危険性が当市にもなかったわけではない。1570年5月からカトリックである数名のノフォクのジェ

ントリが当市を頻繁に訪れ、市内のジェントルマンとともに民衆を扇動し、市内のオランダ人、ワ

ロン人移民の排斥運動を展開し、6月に入ると武装集団を編成してノリッヂを奇襲しようとするが、

都市政府はノフォクの役人の助けを借りて、首謀者と武装集団を逮捕した。逮捕後の取り調べから、

首謀者たちの本来の目的が北部の反乱で捕えられたノフォク公の解放とエリザベスの廃位にあった

ことが判明したのである。しかしながら、この事件の後、都市政府が市内のカトリックを弾圧した

形跡は見られない。市内には、カトリックの拠点となっていたセント・グレゴリ教区教会があり、

この教会は、ノリッヂ主教ジョン・パークハースト John Parkhurstが1569年に内陣桟敷 rood loft

の除去を命じたにも関わらず、1573年の時点でもそれがあっただけでなく、パークハーストはこ

の教区に改革反対派が多く存在することを大主教パーカに伝えている。都市政府は、この教会の存

在を知っておりながら弾圧はしなかったのである(16)。

マクレンドンは、以上のようなノリッヂ都市政府の宗教政策を、事実上の｢寛容｣政策であるとす

る(17)。そうした対応がとられた結果、都市政府が、市内における宗教的対立に加担してそれをエス

カレートさせることは基本的になかったし、そしてまた、王権の介入を極力回避することができた

といえよう。

３．都市と外部権力の関係

ブリストルとノリッヂの間に、宗教的対立のあり方や都市政府の対応のあり方に以上のような違

いが生まれてくるのはなぜだろうか。本稿では、都市と外部権力の関係と、都市共同体の内部編成

という2つの点にその手がかりを求めていくことになるが、本節ではまず、都市に対して大きな影

響力を及ぼす外部権力である教会および王権と都市の三者の関係を中心に検討する。

中世より宗教改革期にいたるまでの両都市と教会の関係における大きな違いとしてまず指摘しな

ければならないのは、ブリストルが、宗教改革後初めて主教座都市となったのに対して、ノリッヂ

が、宗教改革以前から司（主）教座都市であった点である。宗教改革以前、ブリストルはウスタ司

教区とバース・ウェルズ司教区に分割され、両司教座から地理的に離れていただけでなく、両司教

は16世紀初頭には不在であることが多く、また、13世紀以来カンタベリ大司教がブリストル市民

を市外の教会裁判所で裁くことを禁止した規定があった。このため、ブリストル市内における教会

権力は相対的に弱かったといえる。宗教改革期の1542年6月4日にブリストル主教区が設立される

が、新しい主教区は、財政的に貧しく、主教の指導力も乏しかった。国王によるリー・マナmanor of

Leighの押収や、グロスタ主教区との管轄領域をめぐる争いなどによって、常に脅かされていた(18)。

ブリストルが宗教改革期まで司教座都市でなかったことは、市内における聖職者と市民の間の関
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係にも影響を及ぼしていた。一般に司教の帰属意識はカトリック教会にあるために、都市内部の他

の聖職者たちとは一線を画す傾向がある。しかし、ブリストルは司教座ではなかったために、市内

の聖職者たちは、自らを都市的規模での聖職者の共同体の一員として、また、その聖職者の共同体

を都市共同体に統合された一部分として認識していた。したがって、一般市民と聖職者の間には対

立関係よりも協調関係が優勢であったといえる(19)。

ただし、中世後期のブリストルでは都市政府と修道院の間に管轄領域をめぐる対立があった。

1491年には、都市政府とセント・オーガスティン修道院St. Augustine Monasteryの間で、セン

ト・オーガスティンズ・グリーンSt. Augustine’s Greenとセント・マーク施療院 the Hospital of

St. Markおよびその管轄区precinctsをめぐって対立が表面化する。問題となった管轄権には、十

人組の査察権view of frankpledge，修道院が独自の法廷を開催する権限およびパン・エール裁判違

反を含む罰金収入を徴収する権限があった。この論争は、尚書部長官Chancellor of Englandでも

あった大司教モートンMortonと王座裁判所の主席判事Chief Justice of the King’s Benchであるジ

ョン・フィノウ John Fyneuxの仲裁によって一段落つくことになる。問題となった管轄領域につい

ては、都市政府の管轄下に置かれるが、そこから上がる収入については都市政府と修道院の間で折

半することとなった(20)。

また、1515年にも対立が勃発している。セント・オーガスティン修道院の聖歌隊の数名が国王

の課税の支払いを拒否した際に、都市役人が修道院の管轄領域に入り財産の一部を押収したのであ

った。これに対し修道院は都市役人を逮捕し、都市政府はその修道院の修道士を収監することで報

復した。この時も、仲裁者がはいり、聖歌隊の者が課税を支払い、収監されたすべての者を釈放す

ることとなった(21)。

1530年代には、都市政府は、エイヴォン河 the Avonにまたがるテンプル・フィーTemple Fee地

区における領主権を持つホスピタラーズ the Hospitallersと管轄領域をめぐって対立した。という

のも、テンプル・クラウド（テンプル・フィーを包含するより広い行政区域）の司令官

Commanderであるエドマンド・ハッシーEdmund Husseyと、ホスピタラーズの修道院長ウィリア

ム・ウェストンWilliam Westonが、ブリストルの主要幹線道路であるテンプル・ストリート

Temple Streetにおける聖域特権とパン・エール裁判権を主張したからである。これに対し、都市

政府は、1534年に星室裁判所Star Chamberに訴え、ハッシーを都市特権の侵害で逮捕した。この

結果、聖域特権の問題については、都市政府がテンプル・フィーにおける令状を送達する権限を与

えられた(22)。そして、1540年代における修道院解散では、1542年の国王特許状によって、セント・

オーガスティン修道院とホスピタラーズの管轄権は否定され、さらに1630年には独自の管轄領域

を持っていた城も都市政府の管轄下に入った。こうして、少なくとも理論上は、市内全域が都市政

府の管轄下におかれた(23)。

このように、中世後期のブリストルでは、都市政府と教会（修道院）の間に対立があったことは

確かだが、いずれの場合も都市政府に有利な形で決着がついており、都市自治が根底から脅かされ
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るようなことはなかった。これに対してノリッヂは、中世以来司（主）教座都市であり、市壁内部

の中心には司教座聖堂とそれに付属する修道院が存在し、市民たちはその修道院に所属する聖職者

たちをよそ者として認識していただけでなく(24)、市内外の管轄領域をめぐって教会と都市政府が激

しい争いを繰り返してきた経緯がある。争点となったのは、司教座聖堂管轄区の周辺に位置するト

ゥムランドTomland，レイトンロウRatonrowe，ホームストリートHolmstreet地区の管轄権、ト

ゥムランドで開かれる歳市Pentecost Fairの開催権、郊外部suburbのイートンEatonとレイクナム

Lakenhamの放牧地の所有権であった。

1272年には、司教座聖堂付属修道院の修道士とトゥムランドの市民の間で対立が過熱し、市民

が修道院を襲撃し、13名の死亡者を出しただけでなく、反乱の首謀者約 30名が処刑・破門され、

ヘンリ3世は2000ポンドの罰金を市民に課し、都市特権がその後4年間にわたり剥奪された(25)。さ

らに、1443年には市民によるパウロ改心日の宗教行列processionが反乱になる。市民たちは大聖

堂を包囲し1429年の協定文書を破棄しようとした。1429年の文書とは、修道院周辺の地区と郊外

部の地区に対する管轄権を都市政府が司教座聖堂付属修道院に譲るというものであったが、都市政

府はそれに従わなかった。これに対し、ノリッヂ修道院長ジョン・ヘヴァロンド John Heverlond

が1441年に都市政府を相手取って裁判を起こした。おりからの市政内部の党派抗争が絡み、都市

政府から追放されたトマス・ウェザビィWetherbyが修道院と手を結び都市政府を困らせようとし

たことがあり、都市政府は敗北した。こうしたことが背景となって、1443年の反乱にいたる。市

長ウィリアム・ヘンプステッドWilliam Hempstedを含む襲撃の首謀者が逮捕されロンドンに収監

されただけでなく、以後4年間ノリッヂは都市特権を剥奪された(26)。

宗教改革前夜の16世紀初頭においても修道院と都市政府の対立は続き、1517年にはウルジが調

停に入り、都市特権の剥奪を脅しとして使いながら、1524年に一方的に裁定を下す。その内容は、

修道院の壁内部はノフォクに属するものとし、トゥムランド、レイトンロウ、ホームストリートは

都市政府の管轄下に、歳市の開催権は都市政府に与えた。修道院はイートンとレイクナムの80エ

イカの放牧地を都市政府に譲り、それに対して、都市政府は年20シリング支払うこととなり、そ

れ以外の土地については権利を放棄した。宗教改革期には、1539年にヘンリ8世の開封勅許状によ

って主教座聖堂管轄区はノフォクから切り離され、ノリッヂ都市政府の管轄下におかれた(27)。

いずれにせよ、宗教改革期までのノリッヂでは、修道院と都市政府の間の対立が続き、それに市

内の党派抗争と外部権力の干渉とが絡み合い、都市の自律性が特許状の剥奪などによって危機に晒

されたのであった。16世紀のノリッヂ都市政府は、外部権力への依存や市内の党派抗争が都市の

自律性を脅かす危険性について認識していたと思われる。

以上のように、中世後期から宗教改革にいたる時期おける教会および王権と都市の関係について

みると、ブリストルとノリッヂの両市ともに、中世以来都市政府と教会の間には管轄領域をめぐる

争いがあり、またそれに対する王権の介入が見られた。そして、その過程を通じて、都市政府が自

らの管轄領域を拡大し、市内における錯綜した権限関係が整理されてきたといえる。しかし、こう
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した共通点とともに相違点も浮かび上がってくるように思われる。都市政府と教会の間の対立関係

がブリストルよりもノリッヂにおいて深いこと、そして、王権の介入が、ブリストルにおいては都

市政府にとって有利に作用したのに対し、ノリッヂにおいては都市の自律性を根底から脅かすもの

であったことである。両市の間に見られるこうした対照が、宗教改革期の宗教的対立のあり方に大

きな影響を及ぼしていると思われる。すなわち、市内における宗教的対立は、ブリストルのように

外部権力との対立が小さい場合には前面に出てくるのに対して、ノリッヂのように外部権力との対

立が大きい場合には後景にひき、むしろ都市共同体の自律性・一体性を維持する方向に向かうので

はないか。ノリッヂの都市政府は、市内における党派抗争が容易に外部権力の干渉を招き、自治権

を脅かされてきた歴史を経験し、そうした経験に基づいて宗教改革期には王権の介入を極力避ける

ために｢寛容｣政策をとったのではないか。それと対照的な歴史を経験してきたブリストルは、王権

への依存傾向が強いことから、都市政府の宗教政策が国王の宗教政策に大きく左右されることにな

り、市内における宗教的対立をエスカレートさせることになったのではないか。

４．都市共同体の内部編成

都市共同体の内部編成について検討を進めよう。まず、社会経済的背景についてであるが、16

世紀前半から後半にかけて両都市ともに都市の社会経済構造に大きな変化が見られる。ブリストル

では、スペイン・地中海との奢侈品貿易への都市経済のシフトによって、大規模な卸売業者のグル

ープが、都市の小売商人・手工業者層から次第に遊離していき、専門的な貿易商人（いわゆる

‘mere merchant’）となって支配的な商人層を構成していく。16世紀半ばに最も重要な外国貿易商

人たちがマーチャント・ヴェンチャラーズ組合 the Society of Merchant Venturersを創設したこと

もこれに対応している(28)。他方ノリッヂでは、旧ウステッド工業の停滞によって、1570年代までに

は商業的機能が高まるが、織物工業の不況対策としてワロン人・オランダ人移民と新織物の導入が

見られる(29)。両都市ともに商業的機能が高まりを見せたという点では共通しているが、しかし、そ

れが都市経済に占めるウェイトという点では大きな違いがあり、ブリストルにおける商業的機能の

圧倒的優勢とノリッヂにおける工業的機能の相対的重要性の高さとは極めて対照的である。

こうした経済動向に対応して都市人口の階層分化が進展し、経済的利害の対立が深まったと想定

することは容易である。しかしながら、特定の経済的利害が特定の宗派にむすびつき、経済的対立

が宗教的対立に直接結びついたとは考えにくい。ブリストルではマーチャント・ヴェンチャラーズ

に結集する貿易商人と小売商・手工業者の間の対立があったが、教義・祈祷書・教会組織のあり方

をめぐる対立と重なり合うことはなかった。ただ、経済的対立と結びついた政治的・社会的対立が、

中世後期のカトリックのイデオロギーによって裏付けられた共同体理念にそぐわなくなってきたこ

とは指摘できるであろう。ブリストルの保守派ロジャ・エッジワースRoger Edgeworthが嘆いた

のはその点であった(30)。
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16世紀のノリッヂ都市政府は、貧民問題に大きな関心をよせた。大量の貧民の存在は社会秩序

を脅かす危険性があったからである。ノフォクで起きたケットの乱Kett’s rebellionがノリッヂに

迫った1549年に、救貧行政のために強制課税が導入されたことや、すでに触れたカトリックの陰

謀が発覚した1570年に、包括的な貧民センサスが作成されたことには、市内の下層民がそうした

反乱に関わることを未然に防ごうとする都市政府の意図が反映していたように思われる(31)。しかし、

ケットの乱では、主要な問題となったのは宗教問題ではなく、囲い込みを始めとする経済的な問題

であり、また、叛徒がノリッヂに迫ったのは、当市が彼らの直接の攻撃対象であったからではなく、

地方の中心都市であったからである。また、1570年の事件の際には、首謀者たちは市内において

支持者をそれほど見出すことはできなかったのである。したがって、ノリッヂにおいても経済的対

立が宗教的対立に直接結びつくことはなかったのである。

経済的対立が宗教的対立に直接結びついたことがないとすれば、政治的な背景はどうだろうか。

ここでは、ブリストルとノリッヂにおける市政の制度的枠組みとその担い手を中心に見ていく。16

世紀のブリストル市政の制度的枠組みは、1499年のヘンリ7世の特許状によって規定されたもので

あるが、これにより都市政府は、1名の市長mayor, 6名のオルダマン aldermen, 2名のシェリフ

sheriffs, 40名の市会議員common councilorによって構成されることになる。市長とオルダマンは

治安判事をかね、また、市長はアサイズ裁判判事 justice of assizeの2つのポストのうち1つをかね

たので、都市は公式に国家の裁判・行政機構の中に組み込まれ、都市政府の権限強化と王権の浸透

が進んだ。1499年国王特許状によれば、市長はオルダマンの中から選出され、オルダマンは市長

と市会議員によって選出され、市会議員は市長と彼が指名した2名のオルダマンが指名した(32)。

他方、ノリッヂ市政の制度的枠組みは、1415年市条例によって明確に規定されるが、これによ

れば都市政府は、1名の市長、24名のオルダマン、2名のシェリフ、60名の市会議員によって構成

される。したがって、外枠はブリストルと基本的に類似している。そしてまた、1452年国王特許

状によって、市長職を経験したオルダマン、法律顧問官は治安判事となることが規定され、またオ

ルダマンの権限が市民共同体ではなく、国王に由来するものとなり、支配層の権限強化とともに王

権の浸透が進んだ点で、ブリストルと基本的に類似している。ただ、都市役人の選出方法において、

ブリストルの場合は、互選によるなどして｢寡頭的｣な性格が強いのに対して、ノリッヂの場合は、

市会議員、2名のシェリフのうち1名、およびオルダマン（ただし終身職であったので現職者の死

亡・解任に際してのみ選挙が行われる）が全フリーメンの投票によって選出され、また、市長職に

ついても市会議員とフリーメンとが指名した2名の中からオルダマンとシェリフの無記名投票によ

って選出されており、｢民主的｣な選出方法がとられたといえる(33)。

次に都市政府の担い手についてみる。職業構成をみると、ブリストルの場合、商業関係の職業が

圧倒的に優勢である。16世紀の市長とシェリフの職業は70％から85％が商業関係であり、また、

市会議員の職業は、16世紀については不明だが、17世紀前半では市会議員の80％強が商業関係の

職業であり、先に述べた都市経済の動向が反映している(34)。これに対して、ノリッヂの場合、市会
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議員、シェリフ、オルダマン、市長いずれについても商業関係の職業が優勢ではあるが、ブリスト

ルと比較するとそれほどではない。特に市会議員の職業構成をみると、商業関係の占める割合は約

30％であり、食料品業・織物工業・皮革工業関係の占める割合がかなり大きい。都市経済における

手工業的要素の強さが都市支配層の構成に大きく反映しているといえる(35)。したがって、その担い

手からみると、ブリストルに比してノリッヂの方が手工業的要素の強さが明確であるといえよう。

ドイツ宗教改革史研究では、宗教改革における市参事会の主導性を重視するのか、それとも市政

改革＝民主化運動と宗教改革との結びつきを重視するのか、ということが大きな論点となっている

が、この2つの都市を見る限り、市政改革＝民主化運動と宗教改革運動とが結びついた形跡はない。

しかし、宗教的対立の現れ方に違いが生まれる要因として、市政の構造的特徴をあげることはでき

まいか。より｢民主的｣な都市では、都市共同体の一体性を維持するために宗派の多様性に対して

｢寛容｣となる傾向があり、他方、｢寡頭的｣な都市では、支配層が権力強化を企図してより｢排他的｣

に対応するために宗教的対立をエスカレートさせることになったと。さらに、政治構造と経済構造

の間にはある程度の相関関係があったとすれば、すなわち、中世後期以来毛織物工業を中心とする

手工業的性格の強い都市では｢民主的｣な政治構造が見られ、商業的性格の強い都市では｢寡頭的｣な

政治構造が見られたとすれば、社会経済的な背景も都市政府の宗教政策のあり方に、したがってま

た宗教的対立のあり方に間接的にではあるが影響を及ぼしていたと考えられまいか。

５．おわりに

本稿では、ノリッヂとブリストルを取り上げ、両市における宗教的対立のあり方の違いを生み出

す要因として、主として都市と外部権力の関係、都市共同体の内部編成を検討してきた。本稿で試

みた比較は、ややもすると、一方ではブリストルにおける寡頭支配の強さを、他方ではノリッヂに

おける共同体的結束の強さを過度に強調するかのように思われる。しかしながら、それは本稿の意

図するところではない。寡頭支配の強化の傾向は、近世都市において一般的にみられることであっ

て、ブリストルに限られたことではない。ただし、ここで重視したいことは、都市における支配を

共同体の結束にうったえながら実現していくやり方がありうることと、共同体としてのアイデンテ

ィティが外部権力と対峙することを通じて確認されることである。すなわち、｢都市共同体｣は、支

配および外部権力との関係性において規定される存在であったということである。

とまれ、本稿は、宗教改革と都市の関連を探るための極めて大雑把なスケッチにすぎない。第1

に、ブリストルとノリッヂしか取り上げることができなかった。個別都市における宗教改革に関す

る研究が依然として少ないだけに、本稿での議論がどれだけの妥当性・一般性をもちうるのかは、

今後注意深く検証していかなければならないであろう。他の地方中心都市や、都市の自律性の低い

中小都市における宗教改革の展開についても検討を要する。第2に、本稿では都市共同体の大きな

枠組みについてしか検討できなかったが、都市共同体を構成する部分共同体（ギルド、フラタニティ、



高崎経済大学論集　第43巻　第４号　2001

－86－

教区など）のレベルでの宗教的対立、またそれへの都市政府の対応についても今後の課題である。

第3に、本稿で主として取り上げた時期は、1570年代までである。これは、宗教改革の展開が、ブ

リストルでもノリッヂでも比較的早かったという事情によるが、1570年代以降の展開について、

ピューリタン革命を展望しつつ解明することが課題となるであろう。
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